　　　上市町危険老朽空家対策事業実施要綱

　（趣旨）
第１条　この要綱は、安全で安心な暮らしの確保及び良好な生活環境の保全を図るため、危険老朽空家のうち、所有者からその建物及び土地が本町へ寄付されたものについて、当該建物を除却する事業（以下「事業」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。

　（定義）
第２条　この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

1  危険老朽空家　一戸建て住宅又はこれに附属する工作物で居住その他の使用

がなされていないことが常態である木造建築物等をいう。

2  地域活性化のための跡地利用計画　老朽危険空家の解体後の跡地に防災倉庫、

ポケットパーク、ゴミ集積場、公民館の駐車場等を整備し、10年以上管理するための計画をいう。
　（事業対象者）

第３条　事業の対象者は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。

1  危険老朽空家の所有者又は危険老朽空家の所有権が明確である者であること。
　⑵　事業を受けようとする者及びその属する世帯全員が、町税を滞納していないこと。
　（事業対象危険老朽空家）
第４条　事業の対象となる危険老朽空家の建物及び土地は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。

　⑴　建物

　　ア　木造の一戸建て住宅であること。
　　イ　建物に所有権を除く物権又は賃借権が設定されていないこと。
　　ウ　老朽度判定基準表（別表第１）に定める老朽度判定基準で評点が 100点以上であること。
　　エ　周辺への危険度判定基準表（別表第２）に定める周辺への危険度判定基準を満たすこと。
　　オ　隣接所有者への補償が必要でない建物であること。

　　カ　解体に関し、地元町内会及び隣接所有者の同意があること。

　⑵　土地

　　ア　土地に所有権を除く物権又は賃借権が設定されていないこと。
　　イ　建物の解体撤去後に維持管理に支障を及ぼすおそれがないこと。
　　ウ　建物の解体撤去後に災害防止の措置が必要でないこと。
　　エ　地域活性化のための跡地利用計画が作成され、地元町内会が同意していること。
　　オ　建物の解体撤去後10年間跡地利用計画を順守すること。
（寄附の申請）
第５条　建物及び土地の寄附をしようとする者（以下「申請者」という。）は、上市町危険老朽空家対策事業建物・土地寄附申請書及び誓約書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて町長に申請しなければならない。
　⑴　事業計画書（様式第２号）
　⑵　空家の位置図
　⑶　空家の現況写真
　⑷　建物及び土地の登記事項証明書（全部事項証明書）

　⑸　申請者が属する世帯の住民票

　⑹　申請者が属する世帯全員の納税証明書

２　前項の規定による申請内容を変更する場合は、速やかに上市町危険老朽空家対策事業変更申請書（様式第３号）を町長に提出しなければならない。
　（除却の決定）

第６条　町長は、申請のあった危険老朽空家のうちから、周囲への影響、危険度等を勘案し、除却するものを決定するものとする。
（通知）

第７条　町長は、申請のあった危険老朽空家の除却を決定したときは、申請者に対し、上市町危険老朽空家対策事業寄附受諾通知書（様式第４号）により通知するものとする。

２　町長は、申請のあった危険老朽空家を除却しないこととしたときは、申請者に対し、その理由を明記の上、上市町危険老朽空家対策事業選定外通知書（様式第５号）により通知するものとする。

　（補則）
第８条　この要綱に定めるもののほか、事業に関し必要な事項は、町長が別に定める。
　　　附　則
　この告示は、平成28年４月１日から施行する。

